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会計測定のモデル分析 をめ ぐる

理論問題の再検討

φ.

藤 井 秀 樹

iは じ め に

L

本稿の 目的はつ ぎの2つ である。1つ は,1993年 「日稿(「 会計測定のモデル

分析」会計 フロンテ ィア研 究会編 『財務会計の フロンテ ィア』 中央経 済社,

1993年,80-103ペ ージ)に おいて会計測定のモデル分析をお こなったさいに筆

者の念頭 にあった問題意識 を,会 計のあ り方をめぐる近年の議論 に関連づ けて

敷衍す ることであ るu。2つ は,そ の作業をふま えた うえで,1993丁 旧稿に寄

せ られた疑問にたい して,筆 者なりの回答を提示することである。

1993年 旧稿には多 くの先学から貴重な コメ ントを頂戴 したが露,,コ メン トの

なかで筆者のモデル分析にたいして明示的に疑問 を提起 しておられるのは,井

上良二教授 と,小 栗寮費教授である.ま ず,は じめに,1993年 旧稿に寄せられ

D本 稿では 「測定」 という用語 を,]993年 「目稿 の脚注1}で ふれ たよ うな2つ の意味 で用い ている.

Z)コ メン トO多 くは,会 計 フ ロンテ ィア研究.会編 「財 務会計の フロ ンテ ィア」III央経 済社 ,1993
年 にたいす る書評の なか で頂戴 した。同書 にたいす る:書評 として,以 トの ものがあ る.

井h良 二 「書評 ・会計フ ロ ンテ ィア研究 会編r財 務会計 の フロンテ ィア」」「会言1.』第146巻 弗

3号.1991年9月,Ir4-159ペ ー ジ1今 福 愛志 「書評 ・会 計7ロ ンテ ィア研 究 会編 「財 務会言1.の

フロ ンテ ィア」1F経 営行動』 第9巻 第2号 ,1994年,53.56ペ ー ジ1六 賀 智敏 「書評 ・会計 フロ

ンテ ィア研究 会編 「財務会計07ロ ンテ ィア1」 「∫ICPAジ ャー ナ 曜 第6巻 第9号 ,1994年9

月.94.95ペ ージ;辻lh栄 子 「書評 ・会計 フロ ンテ ィア研 究 会規 『財 務 会計 のフロ ンテ ィア1」

「産業 経理』 第54巻 第2号1994年,5じ一61べ 一 閉;徳 賀 芳弘 「書評 ・会計 フロンテ ィア研 究会

福 間 務 会計の フロ ンテ ィア」」 「企 業会直†」第4蜷 第5号.,1994年5几1。Bペ ージ。

以上 の書評以外 に,私 信 のかた ちで頂戴 した フメ ン トもある。私信 のかた ちで コメン トを寄せ

て くだ さ った先学 のお 名前 を以 下に記 し,あ らた めて感 意を表 わ した い。神 戸 商科 大学名 誉教

授 ・大阪 国際人学 教授 ・安平 昭二先生,東 京大学 教授 ・斎藤 静樹先生,慶 應義塾 大学教授 ・笠井

昭次先生,大 阪市 立大学教授 ・石川純治 先生,鹿 児島経済 大学助教授 ・L藤 栄..郎 先生 。
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た両教授の疑問を以下 に要約 しておきたい。

井.卜教授の疑問はつ ぎの2点 か らなる。第1の 疑問は.Bモ デルの利益測定

においては財貨 ・用役 の流れにf・1.隠する現金収支それ自体ではなく.,現金収支

の原因事象が収益 ・費用として把握され ると指摘されてい るが,も しそうだ と

のすれば
,当 該利益測定は結局のところ,現 金収支の差額計算 として実施 される

ことになるのか,そ れ とも財計算 として実施され ることになるのか というもの

である。第2の 疑問 は,Bモ デルにおいても利益測定にあた っては財貨 ・用役

の要素を導入せざるをえないに もかかわらず,現 金収支計算が当該利益測定の

「縁」を構成する ことになるのは一体なぜか というもので ある3)。

小栗教授 の疑問はつ ぎの1点 からなる。それは,あ るモデルが会計測定モデ

ルとして成立するためには当該モデルは資本利益計算 ・配 当可能利益計算 とい

う要件 を満たさな くてはならないが,1993午 旧稿において筆者が提示 した測定

モデル,と りわけAモ デルがそ うした要件を満た しうるか どうかとい う点 につ

いて,根 本的な疑問を持たざるをえない というものである4,g

.

「

Hモ デル分析にあたっての問題意識.

1り 会計観の 「転換」の哺矢としての1976年討議資料

現在,会 計説制の基礎 をなす会計観 は,収 益費用アプローチか ら資産負債 ア

プローチへの 「転換」期にあ るとされている。す なわち,FASBを ばじめ と

す る諸外国の有力 な会計基準設定機関(と りわけアンダ[『サクソン系諸国の会

計基準設定機関およびIASC)は 資産負債アプローチにもとつ く会計規制を指

向 し,新 しい会計基準(と りわけオフバランス取引の認識 ・測定 ・開示にか か

わる会言「.基準)の 設定を,基 本的には,当 該アプローチを指導原理 としながら.

実践 しようとしてきたのである5,。したがって,こ んにち世界的規模で進み つ

3)井 上,前 掬書評,156ペ ー ジ。

4)小 栗 崇資7会 計 測定論 の要件」会計 フロ ンティア研 究会編1財 務会言fの7ロ ンテ ィア」 中央経

済社,1993年,107-109ペー ジ。

5)FASB以 外 に,か か る会計 規制 を指 向 してい る有力 な会計 基準設定 機関 と して.カ ナ ダ勅ノ
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つ あ る(か に見 え る)会 計観 の 「転 換 」 の実 相 を照 射 し,会 計 規制 お よ び会 計

実務 の 今後 の あ り方 を見 通す た め に は,資 産.負 債 ア プ ロー チの 構造 〔と りわ け

収益 費 用 ア プ ロー チ と対.比 した場 合 の 資 産負 債 ア プ ロー チ の構 造 約諾 特徴)の

理論 的 な解 明 が避 けて とおれ な い課 題 の1つ とな るので あ る。

。1992年 旧稿(「 会 計 観 の 選択 と概 念 フ レー ム ワ・.一クの構 築FASB1976年

討 議 資 料 にお け る二 つ の 会 計 観 に つ い て 」 「経 済論 叢 』 第ISO巻 第1号,

1992年7川,114-135ペ ー ジ)で もふ れ た よ う に,収 益 費 用 アプ ロ ー チか ら資

産 負 債 ア プ ロー チ へ の 会 計観 の 「転 換 」 の 嚆 矢 とな った の は,Massの 概 念

フ レー ム ワー ク ・プ ロ ジ ェ.ク ト 〔1973-1985年)で あ り,と りわ け 当該 プ ロ

ジ ェ タ トの 実 質 的 な 出 発 点 を な す1976年 討 議 資 料(FASB,A躍A熈 伽 ゴ5げ

IssuesRelatedto(,'oncegtualFrameraorkforFinancialAccountingand

Rψor海 πg'EJ㎜ 欝(ゾ 乃.照 πdα`∫観 召珈8η"餌4ndrM冶 α脳r翻6鷹,FASB

DiscussionMemorandum,FASB,D巳cember2,1976;以 下 本稿 で は,同 討 議 資

料 をた ん に 「1976年 討議 資 料」 とい う。 また,以 下 で は,同 討議 資 料 か らの 引

用 に つ いて は,パ ラ グラ フ番号 の か っ こ書 きに よ ってそ の出 所 を示 す)の 公 表

で あ っ た。 同討 議 資料 は,会 計 基 準設 定 機 関 に よっ て公 表 さ れた 公 式文 献 と し

て は,会 計観 の 「転 換 」 問題 〔よ り正 確 にぽ 会計 観 の選 択 問 題)を 最 も詳細 に

論 じた文 献 の1つ とな って い る。

② 資産負債アプロ山チに関する1976年討議資料の記述をめぐって

.ところが.1976年 討議資料 をやや詳細に検討すると..同討議資料が.資 庫負

債アプローチの構造 に関連して,一 意的な解釈を許さない曖昧な記述 を多 く含

んでいることに気がつ くのである。それはおよそ以下の2点 に集約で きるで あ

ろ う。

＼ 許 会計士 協会 〔CICA〕,オー ス トラリア会計 基準 審議 会(A,SB&PSASB),イ ギ リス会計 基

準審 議会 〔ASB〕,国 際 会計基 準委 員.会(lns〔 〕〕が ある。 この点 につい ては,さ らに,1992年

「「.1稿り脚3主ユ4〕を参 耶された い、.
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第1は,1976年 討議資料においては,一 方で資産負債 アプローチ と収益費用

アプローチの相違が詳細 に論 じられなが ら,他 方で両アプローチの相補性が繰

り返 し強調 されているこ とである。

同討議資料によれば,資 産負債 アプローチは資産 ・負債を 「鍵概念」 とする
`会 計観であ り(

par.34),し たがって,当 該アプローチ においては.「資産 ・負

債の属性お よび当該属性 の変動 を測定する こと」(par.34)が 財務 会計 上の

「基本的な測定プロセス」 をなすとされてい る。これにたい して,収 益費用ア

プローチ は収益 ・費用 を 「鍵概念」 とす る会計観であ り 〔pa・.38),したが っ

て.当 該 アプローチにおいては,「収益 ・費用の測定,な らびに一期 間におけ

る努力(費 用)と 成果 〔収益)を 関連づけるための収益 ・費用認識 の時点決

定」(par..39)が 財務会計上の 「基本的な測定プロセス」 をなす とされている。

とすれば,資 産負債 アプローチにおいては,当 該アプローチの 「鍵概念」を

なす要素 〔すなわち資産 ・負債)を 収容する.貸借対照表が財務会計 および財務

報告の 「鍵」 となるぽずであ り、.収益 費用 アプロー潟 こおいて.は.当 該 アプ

ローチの 「鍵概念」をなす要素(す なわち収益 ・費用)を 収容する損益計算書

が財務 会計および財務報告の 「鍵」となるはずである.少 な くとも,資 産負債

アプローチ と収益費用 アプローチの基本的諸特徴に関する ヒ掲の記述 をそのま

ま受け取 るかぎ り,そ うした解釈が1つ の有力 な解釈 として成立するはずであ

る。

ところが,同 討議資料 は別のパラグラフにおい.て,財 務諸表の連携{a而CU-

ladon)を 前提 とす るか ぎり,資 産 ・負債の増減の測定 と収益 ・費用の対応 に

もとつ く利益 の測定 とは 「同一・の測定 の異な る側面」(par.45)を なすにす ぎ

ず,し たがって,資 産負債 アプローチにおいては貸借対照表(た だ し同討議資

料で は 「財政状態表」statementoffinancialpositionと いう用語が使用されて

いる)が 重視され,収 益 費用 アプローチにおいては損益計算書(た だ し同討議

資料では 「利益計算書」忌tatcmentofearnin即 とい う用語が使 用されてい る)

が重視 されるという解釈は,「2つ の アプローチに関する誤 った理解」(par.44)
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にもとつ くものであると述べているのであ る51。つま り,1976年 討議資料は,

資産負債 アプローチと収益費用 アプローチの問にみ られ る相違の多 くを 「強調

点の相違」(p訂.31)と 規定する一方で,特 定の会計観 と特 定の財務諸:表の理

論的な結びつ き.を明確 に否定 しているのであるD

第2は,19764F討 議資料においては,財 務諸表要素.(以 下たんに 「要素」 と

い う場合 もあ る)の 定義問題が,要 素の認識問題 および測定基準 〔測定属性)

の選択問題 と切 り離されたかたちで提起され,論 じられてい ることである。.

1976年 討議 資料 は,一 方で,「 財務諸表に反映 されるべき要素の決定 は,.当

該要素の定義のみならず,個 々の財務諸表要素を認識するためのルニルない し

慣行 にも依存 してい る」(par.13)と 述 べ,要 素の定義問題が要素 の認識問題

と密接に関連 していることを認めている。 ところが,同 討議資料は,他 方で,

認識規準を含まない定義 の方が,認識規準 を含む定義 よりも 「機能的」(par.15)

であり,ま た,「認識規準,認 識ルール,認 識慣行に関す る諸問題の検討 は,

財務諸表要素の測定について一定の暫定的結論がえ られたのちに,よ り効果的

になしうる」 〔par.19)と して,要 素の定義問題 を要素の認識問題か ら切 り離

し,要 素の認識問題に関する立ち入った検討については,こ れを将来の課題 と

して先送 りしてい るのである%

さらにまた,同 討議資料は,「現在 市場価格で の測定を擁護する代表的論者

の何人かは資産負債アプローチ の支持者であ り,現 行の取引基準 会計(vans-

actions.basedacc・unting)を 擁護 す る代 表的論者 の何.人かは収 益費用 ア プ

ローチの支持者である」(par .4の としなが らも,「各 アプローチと特定の測定

基準 〔measurementbasis)と の必然的な結びつ きは存在 しない」(par,47)と

断 じ,資 産負債 アプローチと収益費用アプローチの諸特徴 を測定基準の選択 問

6〕 ただし、かかる解釈が.具.体的にどのような点で誤っているかについて,1976年 討議資料は何 ら

明示的な説明を鉤こなっていないmこ のことも,資 産負債γプローテの構造を捉えにくくしてい

る大きな理由01つ である。

7)周 知のように,認 識問題に関するFASBの 最終的見解は、財務会計概念書第5号 において表

明されている自
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題か ら切 り離 したかたちで論 じてい るのである。

つま り,エ976#討 議資料の記述に したがえば,要 素の定義.・認識 ・測定の問.

には 「必然的な結 びつ き」は一切存在せず,た んに 「選択 と組.合せの関係翌

が存在するにすぎない というこ.とになるのであ.る。その 「選択と組合せ」 を導●
くのは,会 計 測 定 値 の情 報 と して の 「有用 性」 であ る(pars.27,45and60)。

と い うこ とは,す なわ ち,1976年 討 議 資料 の 問題 提 起 に もとづ いて 収益 費 用 ア

プ ロー チか ら資産 負債 ア プ ロー チへ の 会計 観 の 「転 換」 を図 る に して も,当 の

資産 負債 ア プ ロー チ を個 々の 会計 基 準(と りわ け認 識 ・測 定 に かか わ る個.々 の

会計 基 準)に ど の よ うに反 映 さ.せ,ま た 会計 実務 にお い て当 該 ア プ ロー チ を ど

の よ うに具 体 化 してい くか は,資 産 負債 ア プ ローチ の 論理 構 成 それ 自体 か らは

必 ず し も演繹 で きな い とい う こ とで あ る助。 第1の 問 題点 と して さ き に指摘 し

た2つ の ア プロ ー チの 相補 性 の強 調 は,収 益 費用 ア プ ロー チか ら資 産 負債 ア プ

ロ ー.チへ の会 計観 め 「転換 」 の理 論 的 含意 を、換 言 す れ ば,収 益 費 用 ア プ ロー

チ と対 比 した 場合 の資 産 負債 アプ ロ ーチ の構 造 的諸 特 徴 を,さ らに見 え に くい

もの に して いる 〔補 注 肩 。

とは い え,以 上 に み るよ うな 資 産 負債 ア プロ ーチ の 「機 能 的」 な構 造 は,

「過程 」 よ りも 「結 果 」 を重 視 す る 会計 基準 設 定者 の 見 地か らすれ ば,き わめ

て 好都 合 な もの とな るで あ ろ う。 なぜ な らば,か か る 「機 能 的 」 な構 造 を具 備

した会 計 観 を奉 じ る こと に よっ て,FASB(な らび にそ の 追 随者 と して の その

他 諸外 国 の会 計 基 準設 定 機 関).は,複 雑 多様 な現 実 的 要 請 に対 応 しな が ら;そ

の 会 計 基 準 設 定 活 動 を 機動 的 に 進 め る こ とが 可 能 と な る か ら で あ る。FASB

が,概.念 フ レー ム ワー クの構 築 に さ い して,定 義 ・認 識 ・測 定 を あ えて分 離 し,

そ の関 係 を 「選択 と組 合 せ の関係 」.と して定 式 化 した 主 た る理 由 の1つ は,ま

8〕 津守常弘 「米国におじテる利益概念の変化とその問題性.」「立命館経営学1第25巻 第6号,1990

年3月,59ペ ージ。

9〕 日本会計研究学会特別委員会 〔委員長 ・安麟英義一橋大学教授)r会 計フレームワークと会計

基準」最終報告,19伽 年,5556ベー ジでは,FASB等 の概念フレームワークには,開 示にかか

わる 「情報のフレームワーク」と,認 識 ・測定にかかわる 「計算のフレームワーク」が存在する

としたうえで,両 者を演繹的に関連づけることは困難であるとの指摘がなされている。
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さにこの点にあ ったとも考えられるのである耽%

しかし,「結果」よ りも 「過程」 を重視す る理論研究の見地か らすれば,資

産負債 アプローチの 「機能的」な構造 を好都合な もの と言 ってすます ことは許

されないであろ う川。既 述のように,こ んにち世界的規模で進みつつある(か

に見える)会 計観の 「転換」の実相を照射 し,会 計規制および会計実務の今後

のあ り方を見通す ことは,理 論研究 に突 きつ けられた最 も重要な研究テーマの

1つ であるbそ して,こ の研究 テーマに立ち向か うためには,資 産負債 アプ

ローチの構造の理論 的な解明が避けて とおれない課題 となるのである。

この課題を遂行す るための最 も素朴 な方法の1つ は,資 産負債アプローチの

核 とな る測定思 考を自己展開 させ ることに よって,定 義 ・認 識.・測定の問の

「必然的な結 びつ き」 を純粋理論的に復元することであろ う。定義 ・認識 ・測

定の間の 「必然的な結 びつ き」の うえに(再)構 築された純粋理論 モデルとし

ての資産負債アプローチは,こ んにち世界的規摸で進みつつある 〔か に見 え

る)会 計観の 「転換」の本質を純粋理論的に表現 した ものとなるであろう。そ

してまた,そ れが資 産負債アプローチの核となる測定思考 の純粋 な自己展開 に

10}津 守常弘教授は,こ うした分離 〔とりわけ定義と測定の分離}の 背景には,会 計的認識過程を

情報処理の過程として捉えるFASBの 基本的見地が横たわっているとして,以 下のように述べ

ておられる。

「およそ会計的認識の過程を...種の情報処理の過程として理解するとすオLば,本来不可分の関

連にある筈の 「定義.∫と 「属性」とは分離可能となり,両 者の関係は.・種の組合せの関係となる。

特定のr会 計観」と 『特定の測定基準」.したがって特定の 「定義」と特定の 「属性」との必然

的な関連を明療に否定していた既述のr討 議資料」1本 稿で 「旧76年討議資料」 と呼んでいる文

献一一引用音注〕の.見地は、.会計的認識の過程を.種 の情雑処理の過程と解する止にこのような

接近法の適用を意味する。」1〔津守「上掲論文、56ペーシ〕

会言1.的認識過程の二うした捉え力.は,概念フレームワークの構築にあたって,会 計基準設定方

式として意思決定一有用性アプローチ{DedsiorU副ulneゴ 呂Appro3c』)が 採用されたことと響

接に関連しているり この点については、拙稿 「会計原則設定史か らみたFASB概 念フレーム
ワークの諸特翫」r産業経理∫第53巻第」導.,1993年,85許 ページを参照されたい。

11}会 計基準設定活動.:実務〕と理論研究 〔学問〕の関係について,黄 藤静樹教授は以下のように

述べておられる.

「飛傍ては結果がすべてだが,学 問では過程がすべてである。根拠が不十分で も選択を迫られ

るのが実務だとすれぽ,自 分は選択 しなくてもそれに到る道筋を分析するのが学問であ翫 」{斎

藤静樹 「金融資産の評価をとう考えるカコ」『IICPAジ やFナ'レ」第7巻 第6号,1995年6月,45
ペー.ジ〕
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もとついて復元された ものであるか ぎり,定 義 ・認識 ・測定の間の 「必然的 な

結 びつ き」(な いし 「親和力」)は,当 該 「転換」 の具体的なあ りようを大局的

に見通すさいの重要な手がか りとなるであろう。

.

ぞ

の

〔補 注1〕FAS2は,財 務会計概 念書算5号 において,以 下の付 表 にみ るよ う

な数1直例を用いて,稼 得利益(eamings)と 包括 的利 益(cOmprehen5Lveinじome}

の関係を説明 している 〔SFACNo、5,pars.42-44)。

付表 ・稼得利益計算書と包括的利益計算書の関係

+収

費

+利

益100

用80

得3

一損 失8

三稼得洞」益15　

+稼 得利益

一累積的会計修正

5

2

1

十出資者との取引以外の事象 ・

要因から生じる持分の変動1

三包括的利益14

同概念書 によれ ば,稼 得利益 とは,「 一期間 の業績 を示す測 定値 であ り,当 該期

間に とっての異常項目 すなわち基本的に他 の期 間に帰属す る諸項 目一 を可能

なか ぎり排除 した もの」 〔SFACNo.5,par.134)と される、これにたい し,包 括的

利益 とは,「 取引その他の箏象 によ って実 体に もた らされ る影響 の包括的な測定値

であ り,そ れは,出 資者からの投資 および出資者 への.分配 によって生 じる持分 〔す

なわち正味資産)の 変動を除き,取 引その他 の事象 および環境要因 によって もた ら

され る一期 聞の当該 実体の持分のすべての認識 され た変動 か らなる」 〔par.39)と

され る。

やや図式的な言い方をすれば,稼 得利益 は収益 費用 アプローチ に根ざ した利益概

念であ り,.包 括的利益は資産負 債アプローチに根 ざ した利益概念であ る(な お,当

該各利 益概 念の詳細 につ い ては.津 守常 弘 「会計 基準設 定の現 代的特 徴 と方向

(二 ・完)」 「会計』第133巻 第2号,1988年2月,100-103ペ ー ジを参照 されたい)。

つ まり,同 概念書の当該部分は,資 産負債 アプローチと収益費用 アプローチの利益

測定上の相違を具体的な数値例 にもとづいて包括 的に説明 した もの とな ってい るの

であ る。なお,同 機念書の当該部分 は,一 連 の財務会計概念書のなかで,資 産負債
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アプローチと収益費用 アプローチの利益測定上の相違に明示的に言 及した唯一 の箇

所で もある。

ところが,同 概念書の当該部分 もまた,以 下に述べるような理 由から,資 産負債

アプローチ と収益費用 アプローチの相違をかえって見えに くいものにしているので

ある。
φ

第1は,資 産負債 アプローチ と収益費用アプローチの利益測定上 の相違が,上 掲

の付表 にみ るように,損 益計算書様式 〔利益計算書様式〉 のみ によって説明されて

い ることであ る。すなわち,そ こでは,「 資産 ・負債の属性お よび当該属性の変動」

の測定結果を より直截的に表示するはずの貸借対照表 は,ま った く考慮 されていな

いのであ る.こ の点は,2つ の会計観の相違 を.セと して貸借対照表様式 によって説

明 しようとす るわが国の諸論者 〔たとえば,久 保 田秀樹 「貸借対照表能力の変遷 と

背景」土方久編著 「貸借対照表能力論 資産 討よび負債の定義 と認識 』税務

経理協会,1993年,13ペ ージなど〕 ときわめ て対照的であ る。同慨念書における こ

うした説明か ら.FASB概 念 フレー ムワー クにおいて は,資 産負債 アプローチも,

.吸呑費用アプローチ と同様 に.結 局 のところ,損 益計算書要素の認識 ・測定 〔すな

わち広い意味での収 益 ・費用 の認識 ・測定)に 基礎 をお く会計観 として措定されて

いるのではないかという疑 問が生 じるのであ る。

第2は,稼 得利益 と包括的利益 の相違を構成す る具体 的項 目と して提示 され た

「累積的会 計修正」(cumub【lveaccountingadlustments)と 「出資 者 との取引 以

外の事象 ・要因か ら生 じる持分の変動」 〔OthemOnQwnerchan理esinequity)に つ

いて も,財 務 会計概念書 籍5号 においては,そ の じつ,明 確な位置づけがなされ て.

いないことで ある。す なわ ち,同 概念書は,上 掲の付表にみるよ うな数値例 をいっ

たん掲 げてお きなが ら,当 該数値例 に関する脚注で,「 累積的会計修正 と,出 資者

との取 引以外 の事象 ・要因か ら生 じる持分の変動は,稼 得利 益に算 入されることも

あれ ば.稼 得利益か ら控除 され ることもある。本例 にみる+一 の記号 は例示 のため

に使 用 され た も0で あ.って.そ れ 以 上の 意 味 はな い」(SFACNo .5,par.44,

f・血.[e27)と 述べ ているので ある。この指摘は,資 産負債 アプ ローチ と収益費用

アプローチの相違 に関す る同概念書の説明の一一意的な解釈 を妨げるもの 〔より端的

にい えば.当 該相違 に関する同概念苦みずからの説明を実 質的に舎定す るもの)と

なってい るのであ る。

ち なみ に,同 概念 書によれば,「 累積的会計修正」 は,主 として会計 原則の変更

にともなって生 じる前期損 益修正か らな り(SFACNo.5,par、42a),「 出資著 との
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取引以外 の事象 ・要因か ら生 じる持分の変動」 は,主 としてある種 の諸勘定に生 じ

る保有利得お よび保有損失 〔た とえば,非 流動資産 と して分 類され た市場性あ る投

資有価証券の時価変動,特 殊な会計実務 を有 する業界 において保有 され る市場性あ

る投資有 価証 券の時価 変動,外 貨換算 調整勘 定の変動)か らな るとされ てい る

(SFACNo.5,per.42b)り

,
『
.ε
.
■
.
.P

∂

〔3}収益費用アプローチの検討が有する意義

他方,1976年 討議資料 によれば,「 一連 の権威あるプロナウンスメン トぽ過

去40年 近 くの長 きにわた って一般 に収益費用 アプローチを強調 して きたので

あって,現 行実務はそ うした プロナウンスメン トにもとづいて発展 してきた」

(,a,47)と されている鳴。つ ま り,同 討議資料において,収 益費用 アプロー

チは,既 存 の伝統的会計 〔前掲の引用文にみるように同討議資料は これを 「取

引基準会計」 と呼んでいる)の 基礎 をなす会計観 として提示されているのであ

るL㌔

1992年 旧稿でみてきたように,同 討議資料においては,も っぱら収益費用 ア

プローチ との対比をつ うじて資産負債 アプローチの諸特徴が詳論されている。

したが って,収 益費用 アプローチの構造を理論分析 的に解 明することは,資 産

負債アプローチの構造約諾特徴を間接的に浮き彫 りにするとい う意義 を持つ こ

とになる。 しか し,そ れは,収 益費用 アプローチの検討にかかわる意義 として

は,二 義的なもので しかない。

.

†
ド
.

12}同 様の指摘 が,1976.年 討議資 料のpar.66に も見 られ る。

13)1976年 討 議資料 は,「 取 引基準会計」 〔p肛.47}な る用語の具体 的な意味 内容を,.切 明 らか に

して いない。 しか し,1993年1日 稿 での モデ ル分析 の結果 は,「 取引基準 会計」 の最 も純 粋な形態

が,い わ ゆる取得原 価主義会計 にII.臓す るこ とを示唆 してい 翫 こO点 につ いて は,さ らに,拙

稿 「発生 主義会 計 とその基礎概 念の再 検討」 『会計」 第139巻 第5皆,1991年5月,27.28ペ ー ジ

も参.照され たい。

ち なみに,FASB財 務会計.概念書 籍5号 で は,「 取引 基準 ンス テム」(r翔ns己cdl川一based5ア5.

重eπρ とい う用語が 使吊 されて お り,こ の 用語 は,「 「歴 史的原価 システム」lhlStor鵬1mSLsys.

〔cm〕 とい う用語 よ りも,現 行 の会 計モ デルを 、亨い表 わす のに適 してい る」(SFACNo.5、p己r.

69〕 とされて いる、 しか し,「 取引基準 システム」 なる用語が 「現行 の会計 モデル を言い表わ す

のに適 している」 とされる具体 的な理 由は,ま った く明 らか にされて いない.
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会計をとりま く諸環境の大きな変化(た とえば新 しい金融的取引の急速な発

展 ・普及や会計基準の国際的調和化の進展など)の もとで,伝 統的会計の欠陥

が,さ まざまなかたちで取 り沙汰 されてぎた。事実,1976年 討議資料 にも,伝

統的会計 にたいす る批判的記述がその重要な一部分 として含まれている。伝統

的会計にたいす る批判の論点は,す でに出尽 くしているといって も決 して過言

ではあるまい。

にもかかわ らず,収 益費用アプローチを指導原理 とす る伝統的会計 は,現 在

にいたるもなお支配的会計実務の枠組み としての地位 を失 っていないのである。

それ どころか,近 年の少 なくない実証研究によって,伝 統的会計ぽ情報利用者

の経済的意思決定 にとって有用 な情報を依然 として提供 し続けているとい うこ

とが明らかにされているのであるL㌔

とすれば,こ んにちあらためて問われ るべ きは,伝 統的会計がいか なる欠陥

を有 しているか とい うことよりも,む しろ,当 該会計がその生命力と有用性を

現在 もなお維持 し続けているのぽ一体 いかなる理由によるものであるか という

ことであろう。収益費用 アプローチの構造を理論分析 的に解明するこ とは,か

か る問いにたいす る回答 を準備 してい くうえで,欠 くことのできない重要な作

業の1つ となるであろう。

すなわ ち,収 益費用アプローチの検討 は,た んに資産負債アプローチの構造

的諸特徴 を間接 的に浮き彫 りにす るという消極的な意義 を持つに とどまらず,

伝統的会計それ 自体の認識 ・測定構造を解明 し,伝 統 的会計を伝統的会計たら

しめている要因を理論分析的に明 らかにずる とい う積極的な意義をも同時に併

せ持 っているのである。 この検討作業はさらに,会 計観の 「転換」は果た して

可能であるか,も し可能であるとすれば,そ れ はどのような意味において可能

であるかとい った,よ.り 本源的な問題を明 らか にす ることに もつながるであろ

14)た とえば,須 田一 幸 「カレ ン トコス ト会計 情報 の有用帽3ト 投 資収 益 との関係か ら一一一」

「経済経 営 論叢き 第2生巻第2号,1989年9月 、8⑪一M1ペ ージ1桜 井 久勝 「食言1.利益情報 の有 用

性」 千倉書 房,1991年,374-388ペ ージな どを参照 され たい。
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う。つ ま り,会 計 観 の 「転換 」 問 題が,伝 統 的会 計 と は何 か とい う古.く て新 し

い 問題 を,こ ん にち の会 計 学研 究 の 主要 テ ー マの1つ と して再 浮 上 させ て い る

ので あ る。

4
㈲2つ の会計観と2つ の測定モデルの関係

1993年 旧稿において提示 した2つ の測定モデル(す なわちAモ デ♪レとBモ デ

ル〉は,主 として,以 上 に述べて きたような問題意識 にもとづ き,1976年 討議

資料で提示された2つ の会計観 の核 となる測定思考を,そ れぞれ純粋 に自己展

開させることによ.って構築 されたものであ る。

すでにみて きたように,1976年 討議資料 によれば,資 産負債 アプローチの核

とな る測定思考は,「資産 ・負債の属性および当該属性の変動を測定すること」

を財.務会計.ヒの 「基本的な測定プロセス」 とみなす点にある とされる。かかる.

測定思考の純粋な自己展 開にもとづいて構築されたのが,Aモ デルである。

また,1司 討議資料 によれば,収 益費用アプローチの核 とな る測定思考は,

「収益 ・費用の測定,な らびに一期間にお ける努力(費 用)と 成果(収 益)を

関連づけるための収益 ・費用認識の時点決定」を財務会計上の 「基本的な測定

プロセス」 とみなす点にあるとされ る。かか る測定思考の純粋 な自己展開に も

.とついて構築されたのが,Bモ デルである。

なお,会 計測定の操作特性をモデル構築 の起点に据えたのは,1993年 旧稿の

冒頭で もふれたように,会 計測定 にとって 「宿命」的な要請粉をなす操作性の

要素 を,当 該各モデルの うちにあらか じめ組み込 んでおきたい と考えたか らで

ある。

こうして構築された測定モデルを,資 産負債アプローチ,収 益 費用アプロー

チ と呼ばずに,Aモ デ ル,.Bモ デルと呼ぶ ことにしたのは,お もに以下の2つ

の理 由によるものであ る。

15)辻 山栄子「複式簿記による期間利益計算一 そこにおけるr記帳」と「綜括」.一」江村稔,

津曲直躬編著 『利潤計算と会計制度』東京大学出版会,1983年,255ページ.

.
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1993年 旧稿で提示 した2つ の測定モデルの構築にあた うては,以 上 に述べて

きたよ うな問題意識か ら,定 義 ・認識 ・測定の間の 「必然的な結びつ き」を可

能なかぎり厳密 に復元す ることに力点 をおいた。 しか し,⊥976年 討議資料で は

(その真意 ぼどうで あれ,少 な くとも表向 きには〉,定 義 ・認識 ・測定の間の

陶 然 的な結 びつき」 は存在 しないとい う前提の もとに2つ の会計観が提示 さ

れ,そ れぞれの構造的諸特徴が論 じられているのであ る。 とすれば,モ デル構

築の基礎 となる測定思考 を同討議資料で提示 された2つ の会計観に求めたとは

いえ,1993年 旧稿で提示 した2つ の測定モデルは,同 討議資料で提示された2

つの会計観とは概念上,明 確 に区別されるべ きものとなろう。この区別を表わ

す ために,1993年 「目稿では,1976年 討議資料で使用された呼称 と妹異なる呼称.

を使用する必要があ ったのである。 これが第1の 理由である。

第2の 理 由は,モ デル分析の普遍性に関連 している。1993年 旧稿でのモデル

分析 は,以 上に述べて きたように,1976年 討議資料における議論 に着想を得て

実施 されたものである。 しか し,具 体的な分析作業については,こ れを,同 討

議資料で提示された諸論点のたんなる解釈作業にとどめるので はなく,会 計測

定一般 にかかわる理論問題の解明を も可能 にするような普遍性 のある分析作業

として展開したい と考 えたのである。したがって,こ うした意 図をモデル分析

に反映させるために も,1993年 「日稿では,1976年 討議資料で使用された呼称と

はま ったく異質の呼称 を使用する必要があ ったのである。測定 モデルの構築 一

分析作業 にさいして,.1976年 討議資料か らの直接的な引用を極力控えると同時

に,構 築 された測定モデルにたい して,Aモ デル,Bモ デルとい うようなこと

さ ら無機的な呼称をあえて与えたのは,お もにかかる理由によるものである.

HI井 上教授 のコメン トにたいする回答 と若干の補足的考察

〔1)井上教授の会計理論と1993年旧稿への疑問

井上良二教授がコメン トのなかで提起された疑問は,本 稿の冒頭で要約した

よ うに,2つ の論点か らなる。2つ の論点はいずれも,Bモ デルにおける利益
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測定 プロセスに関す るものであ り,具 体 的には,当 該 プロセ スにおける現金収

支計算 と財計算の関係を問うものとなっている。

井.ヒ教授 は,こ れ まで,会 計的計算構造 の理論的整合性 を重視す る立場(す

なわ ち政策的要請を捨象 した純粋理論の立場)か ら,財 務会計の体系を多面的
、7

に論 じて こられた。そのさい,会 計のあ りうべ き体系を,分 配可能利益の計算

構造(制 度会計≡原価主義会計の計算構造〉 と業績表示利益の計算構造(外 部

情報 会計=価 値会計の計 算構造)と い う2つ の体系 に区分 して分析 ・検討作業

を進 めるのが,井.ヒ 教授 の会計理論の1つ の際立った特徴 となっている。 ここ

で,分 配可能利益 の計算構造とは,財 貨 ・用役に投下された貨幣的価値の流れ

(これを井E教 授 は 「貨幣動態」 と呼んで おられる)を 認識 ・測定対象とする

利益計算の体系であり,業 績表示利益 の計算構造 とは,財.貨 ・用役そのものが

有す る効用的価値の増減(こ れを井上教授 は 「財貨動態」 と呼んでお られ る)

を認識 ・測定対象とす る利益計算 の体系で ある1㌔

、
,
」

」
声
調
.
1

1① 井 上教授 の会計 理論 に関す る以 ヒの要約 は,井 上良二 「有価証 界評 価益の 会計処 理 につい て

一醍醐 聰教授i=よ る コ.メン トへ の りスポ ンスー一1「 会 召し 第144巻 第2号,1993年8月,1

.16ペ ー.ジ;井 上良二 「原 価主義 会計 と価fll{会計 の論 理」 『会計」 第1指 巻嬉2号,1995年 昼月,

]6一冴ペ ージ;井 上 良二 「資産 の貸借対照 表価額q)評 価 ・決定 方法∫ 「税経 セ ミナー 」 第如 巻第6

号,1995年4月,4-9ペ ー ジ;井L良 二 「財 務会計 論」 新世祖,1995年,1.皿,Wに もとつ

くもの一⊂ある。

ところで,井 上教授 のいわれ る 「貨幣的価値,ぽ,当 該企業が 「その財貨 の獲得 にさい して支

払 った貨幣価値 量 〔貨 幣数量M〔 井 ヒ,上 掲論 文,1993年,3ペ ージ〕を 意味す る頓 であ って,

貨幣 的 に表現 された価値 一般 〔た とえば貨 幣購 買力 といった ような もの)を 意味す るもので は決

し.〔ない.貨 幣 的に表現 された価値 一般は,む しろ,井 上教授の いわれ る 「効用釣価値 」に通 じ

るもので あ ろう。井上 教授 のいわれ る 「貨 幣灼価 値」 は,ア メ リカの会 計学 文 献 眈 とえば,

A.(:.L正 〔t1,6川、噛■ValL[ぐOfCosビ.ノ 距ピ.4`■7確πげrπ8κ`rτ・r劇Vけ1.1σ 、Nτ}.「炉,S叩肥πlber猷`謬.pp.

269-2731G.0.M己y、 且配α胤 認A【 ω配π`ガπ停 ハ 凸5`ゴ如`廟 財/.np,「 ピ`「'鳳ThじM麗mllklnCom.

pany,1943、Reprint6d.,S。holarsBαokC{,.,1972,pp.86-107,木 村 重義訳 「G.〔〕.メ イ財 務会計

一..経 験の 蒸留一 ∫ 同文 舘、1970年,89-109ペ ー ジlE.S.II-ddk…,Ar`o姻 τ瞬辞7添 田卿,

3τdEd.,RLchaτdD.lrw由,1977,p.195,水 出金一監 訳 「ヘ ン ドリクセ ン会 計学」 上巻、同文 舘.

u,7〔〕年,Z〔 〕4ページな ど)に おい て伝統 的 に 「原価」 〔cOSt)と 呼ばれ て きた ものに相 当す ると考

えられ る,.

以Lの 点 蟻 井上教授 の一 連の著 作を一 読す れば容易 に理解 しうる もので あ る。 にもかかわ ら

ず,わ が国の一..部の詮 者のあいだ に,井 上教授 のいわれ る 「貨幣 的価値」 の意味につ いて不,E確

な理 解が存在す るよ うに思われ るので,以 ⊥ をあえて指摘 してお くこ ヒにした。

なお,井 上教授 ご 自身が 明示的 に述び てお られ るよ うに 〔井上、 前掲 論文,1993年,9ペ ー

ジ〕,「 貨幣 動態ゴ.「財.貨動 態」 とい う用語 は,岩1.Nutr利 潤 計算原 理f同 文 舘,1956年,/
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研究の直接的な動機,論 理構成,分 析手法等 において多 くの相違点が存する

とはいえ,1993年 旧稿で筆者が提示 した2つ の測定モデルは,井 上教授が提示

された2つ の会計的計算構造の体系 と,結 果的に,き わめて接点の多いもの と

なっている】㌦ さ らに,井H教 授が提 示された2つ の会計的計算構造の体 系と

雲譲各大系に関す る同教授の議論 は,前 節でみて きた会計観の 「転換」問題を

めぐる1976年 討議資料での議論 にも,問 題の深部において連なるものといえよ

うQ

そ うであればこそ,1993年 旧稿で筆者が提示 した2つ の測定モデルが,利 益

測定の局面において,ど のような相違(な い し交差)を みせることになるかが,

井上教授 の目からご覧になれば,と りわけ重要な関心事 になるものと推察され

る。井上教授の使用され る用語 を借用 して,同 教授の疑問を筆者な りに敷衍す

れば,Bモ デルは,貨 幣動態を認識 ・測定対象 とする測定モデルなのか,そ れ

とも財貨動態を認識 ・測定対象とす る測定モデルなのかが,1993年 旧稿では明

確にされていないということにな るであろう。

結論か らいえば,Bモ デルは,基 本的 には,貨 幣動態 を認識 ・測定対象 とす

る測定モデルで ある.。少な くとも筆者自身の意図においては,そ のような測定

モデルとしてBモ デルは構築された ものである。 したが って,こ こで明 らかに

するべき問題 の核心は,貨 幣動態を認識 ・測定対象 とす るBモ デルの利益 測定

において,な ぜ,現 金収支それ 自体で はな く,現 金収支の原因事象が収益 ・費

用 として把握 され ることになるのか,換 言すれば,貨 幣動態を認識 ・測定対象

とするBモ デルの利益測定において,な ぜあえて財貨動態の要素を導入せざる

をえないのか とい う点にあるといえよう。この問題 を明 らかにすることは,井

＼131.134ペ ージを典拠としたものであり,同 書での議論をいわば現代的に再構成するかたちで,

井.h教撞は,金 言1.的計算.構造の2つ の体系に関する理論分析的研究を手がけられたのである。

王7)た だし,19鱒 年lrl稿を執筆した時点で,筆.者は,会 計的計算構造に関する井上教授の一連の研

究に接していなかった。時期的な制約があ・つたとは..・え,囎9:当年旧稿の執筆時点で,本 稿の脚注

16)に 掲げた井⊥教授り一連の著作に接 していれば,お そらく,理 論的により深い分析.・換言引.が

可能であったであろうと思われる。井上教授の会計理論に学び,そ の成果を筆者'自身の会計理論

に摂取してい(作 業は,今 後り課題ヒしたいp
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上教授の2点 目の疑問(す なわち,Bモ デルの利益測定において も財貨動態の

要素 を導入せざるをえないにもかかわ らず,現 金収支計算が なぜ当該利益測定

の 「縁」を構成することになるのかとい う疑問)へ の回答を用意することにも

つながるであろう。

δ

(2〕利益測定の理念的プロセスと操作的プロセス 、

1993年 旧稿で提示 したBモ デルにおける利益測定プロセ スをごくか んたんに

要約すれば,つ ぎのようになる。Bモ デ ルにおいては,取 引にともなって発生

した現金収支が当該各発生時点 において逐次累積的に記録される。こうして記

録された現金収支は,決 算にあたって,当 期の成果に関連す るもの(成 果関連

的現金収支)と,当 期 の成果に関連 しない もの(成 果非関連的現金収支)に 区.

分される。Bモ デルにおける利益は,成 果関連的現金収入 と成果関連的現金支

出の差額 として測定され る。つ まり,こ の プロセスにおいて,成 果関連的現金.

収入ほ収益を表わ し,成 果関連的現金支 出は費用を表わす ことになるのである。

1993年 旧稿では,検 討課題の制約から,Bモ デルにおける利益測定プロセス

については,以 上のよ うな理念的な基本構造のみを提示 し,当 該 プロセスを複

式簿記システムのもとで操作的に実施 した場合には,成 果関連的現金収支それ

自体ではなく,成 果関連 的現金収支の原 因事象が収益 ・費用 として認識 される

ことになるという点については,脚 注で手み じか に言及す るにとどめておいた

のである。

では,Bモ デルにおける利益測定プロセスを複式簿記 システムの もとで操作

的に実施 した場合 には,.な ぜ,成 果関連的現金収支それ自体ではなく,成 果関

連 的現金収支の原因事象が収益 ・費用 として認識 されることになるのであろ う

か。その最 も根本的 な理由は,現 金収支が,量 的差別性(す なわち金額の多寡

の相違)を 有するのみで,質 的差別性 〔すなわち成果関連性の有無 を指示す る

内在的特性)を まった く有しない特殊な経済事象をな してい るという点に求め

られる。
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既述のように,Bモ デルにおいては,現 金収支を成果関連的現金収支 と成果

非関連的現金収支 に区分するととが,利 益測定士の重要 な焦点となる。 ところ

が,現 金収支は質的差別性を有 しないので,こ の区分を現金収支それ自体の記

録 にもとづいて実施することは不可能である。とすれば,こ の区分は,個 々の

現金収支の原因事象にてらして実施するほかないであろう。かか る事情か ら,

Bモ デルにおいては,現 金収支 をその原 因事象とともに記録(す なわち貸借 複

記)す ることが,利 益測定を操作的に実施するうえで不可欠の手続 きとな るの

である。と同時に,以 上 のことか ら,Bモ デルにおける利益測定 を操作的 に実

施す るためには,複 式簿記 システムが不可欠の技術的基盤 となることが理解さ

れ るのである。

さて,そ の場合,原 因事象の記録は,現 金収支を もた らした取引の物財的な

側面(た とえば原材料や労働力の購入,商 品 ・製品の販売,販 売代金の回収な

ど)を 何 らかのかたちで表現 したもの となるであろ う。す なわち,そ のか ぎり

において,原 因事象の記録は,財 貨 ・用役の流れ(井 上教授のいわれる財貨動

態)を 追跡 ・捕捉 した記録 となるので ある。

しか し,こ こで看過されてならないのは,現 金収支が その原因事象とともに

記録されるとはい え,そ れによって現金収支それ 自体 に質的差別性が生 じるわ

けでは決 してない ということである。現金収支の記録 はあ くまで も現金収支の

記録のままである。 したが って,.現金収支それ 自体の線形統合値は,結 局の と

ころ,量 的差別性のみを反映 した数値,す なわ ち当期 に発生 した現金収支差額

を表示するにとどまるのである。そ して,以 上の利益測定 プロセスを記録の処

理 プロセス としてみた場合,現 金収支 の記録は,現 金収支差額が算出された時

点で,会 計記録 としての役割を終えることになるのであ る.

これにたい し,現 金収支の原因事象 は,量 的差別性のみな らず,質 的差別性

をも有 してい る黙 したが って,現 金収 支の原因事象については,質 的差別性

18}た だし,現金収支の原因事象が有する量的潮1】性は,あ くまでも,現金収支の認識・測定の結
果として決定されるものであるウ現金収」〔の原因事象の量的差別性を直嬢的に認識・測定しよノ
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にもとづいてこれ を成果関連的現金収支の原因事象 と成果非関連的現金収支の

原 因事象 に区分す ることが可能であ り,そ してまた,成 果関連的現金収支の原

因事象を成果関連 的現金収入の原因事 象と成果関連的現金支出の原因事象にそ

れぞれ線形統合す ることも可能であ る。つま り,Bモ デルの利益測定 プロセス
δ

を複式簿記 システムにもとづいて操作 的に展開した場合 には,こ うして線形統

合された成果関連的現金収.入の原因事象が収益として,成 果関連的現金支出の

原 因事象が費用 として,そ れぞれ認識 され,そ の差額 として当期の利益が測定

されることになるのである。

すなわち,以.ヒ を要す るに.Bモ デルにおける利 益測定を理念的プロセスと

して捉えた場合 には,.成果関連的現.金収支それ 自体が収益 ・費用 として認識 さ

れ るのにたい し,当 該利益測定 を複式簿記システムのもとで展開され る操作 的

プロセスとして捉 えた場合には,成 果関連的現金収支の原因事象が収益 ・費用

として認識 され ることになるので ある。1994年 旧稿(「利益 測定 プロセスの簿

記的考察」『会計』M145巻 第3.号,1994年3月,90-108-一 ジ)で は,こ の問

題 を含め,Bモ デルのもとでの利益測定 をめ ぐる認識 ・測定上の理論問題をよ

り全面的に論じたので,本 稿とあわせ て参照 していただ ければ幸いである。

以上によって,Bモ アルにおける利益測定は,現 金収支 の差額計算 として実

施 されるのか,そ れ とも財計算 として実施され るのか とい う,井 上教授の1点

目の疑問にたいす る回答 を提示する ことができた ものと思われ る。
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(3)Bモ デルの利益測定における貨幣動態の規定性

Bモ デルの利益測定 において,財 貨動 態億,貨 幣動態のいわば因果的写体 と

して導.入されるにすぎない。Bモ デルにおける利益測定は本質的には,貨 幣動

態を認識 ・測定対象 として実施されるのである。 したが って,当 該利益測定の

＼ うとすれば,当 該認識 ・測定はAモ デル的会計測定に帰着するであろう。以上の点に関する詳細

については,拙 稿 「利益測定プロセスの簿記的考察」「会計」.第145巻第3号,1994年3月,

97-103ペー ジを参邸されたいp
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基本構造を規定するのは,財 貨動 態ではな く,あ くまで も貨幣動態である。当

該利益測定における貨幣動態の最 も重要な規定性 は,財 務諸表要素の母集団の

金額が現金収支の価格総計 〔price-aggregates)に よって一意的に決定され る

という点に見 いだすことがで きる。1993年 旧稿で繰 り返 し指摘 したように,現

金収支の価格総計は,確 定的事実 としての取引か ら生 じる個 々の現金収支を逐

次累積的に記録 ・計算することによって決定される。そのプロセスは きわめて

機械的であ り,そ こに会計 人の自由裁量(latitude)が 介在する余地はまった

くない。

ところが,現 金収支の価格総計 を成果関連的現金収支 と成果非関連的現金収

支に.意 的に区分する論理 〔これを操作的プロセスと して捉 えた場合 には,現

金収支の原因事象を成果関連的現金収.支の原因事象 と成果非関連的現金収支 の.

原因事象に..意 的に区分する論理)が,Bモ デルには欠如 しているのである。

したが って,こ の論理の空隙をおぎなうために;会 計 人の判断 と解釈(よ り具

体的にいえば,個.々 の現金収支の原 因事象が成果関連的であるか否か に関す る

会計人の判断 と解釈)が 不可欠 となるのである。 この場合,会 計人の判断と解

釈は,収 益 ・費用を 「いつ」認識 するか という問題 〔いわゆる収益 ・費用の期

間帰属決定問題)に 作用することになる。.

しか し,.会計人の判断 と解釈がどのよ うなかたちで介在しようとも,Bモ デ

ルにおいては,そ れによって,現 金収支の価格総計 それ自体を,と い うことは

すなわち財.務諸表要素の母集団の金額それ自体を,変 更することはで きないの

である.1993年 「日稿で,会 計人のかか る判断 と解釈 を,現 金収支によって 「縁

どられた自由裁量」と呼んだのは,そ うした理由によるものである。すなわち,

以上の ことか ら,Bモ デルにおいては,会 計 人の自由裁量は,収 益 ・費.用の期

間帰属決定には介在す るが,財 務諸表要素の母集団 の金額決定には介在 しない

ということが理解されるのである。会計入の自由裁量のかか る介在のあ り方は,

Bモ デルが貨幣動態を認識 ・測定対象 とする純粋理論モデルとして構築された

ことの必然的 な結果である。
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以上 によって,Bモ デルの利益測定において財貨動態の要素を導入せざるを

えないに もかかわらず,現 金収.支計算がなぜ当該利益測定 の 「縁」 を構成す る

ことになるのかとい う,井 上教授 の2点 目の疑問にたいす る回答を提示す るこ

とがで きたもの と思われる。
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㈲ 会計測定における 「経済的実質」 と会計人の自由裁量

ところで,周 知のように,わ が国の一・部では,期 末時点 における財貨 ・用役

の 「現在性ある状態」が会計において認識 ・測定されるべ き 「経済的実質」で

あ り,し たがって,か か る 「経済的実質」 を会計的に認識 ・測定ず ることに

よって,会 計人の自由裁量を介在 させない会計測定が可能 になるとい う主張が

なされているi,,。本節で の議論の しめ くくりとして,か かる雫張の当否 を以下

かんたんに検.訂してお きたい と思 う,

1993年 旧稿でAモ デルに関する検討を実施 したさいに言及 したように,げ ん

..に 「ある資源」(す なわ ち 「現在性」ある財貨 ・用役)を げんに 「ある資産」

として認識し,当 該資産のげんに 「あ る価値」を測定することは,法 的所有関

係 の未確定または不明確.な資源を資産 として.認識 ・測定す ることに道を開 くと

い う積極的意義を有す る反面,認 識 ・測定対象たる資源の概念的拡散化をもた

らし,当 の資源の一意的な認識 ・測定をいちじるしく困難 なものにするとい う

重 大な難点をも同時 に有 しているのである。げんに.「ある資源」の 「現在性あ

る状態」を認識 し,そ のげんに 「ある価値」(た とえば,FASB,FASNo.115

やIASC,E48に おいて 「公正価値」 と呼ばれているもの)を 測定す るために

は,多 くの細目について会計.人の自由裁量 にもとづいた見積 もりが必要となる

19)た ヒ えば,醍 醐 聰 「財務 会 計基準 の形 成原 理き 「会計」 第128巻 第4号,1弼5年10月,16-33

ペー ジ1醍 醐聰r日 本の企 業会計」東 京大学 出版 会,1990年,呂 ペ ー.シ以 ド;醍 醐 聰 「有価 証券

評価益 論争 を考.える」 「.会計f第1'13巻 第r号.1993年5月,18.33ペ ー ジ1星 野優太 「金融 商品

の測定 」会計7ロ ンテ ィア研 究会緬 「財務会 計の フロンテ ィア」 中央経 済社,】993年,21〕8-214

ペー ジ}西 澤茂 「未.履行契 約の経済的 実質 と会計 上の.認識一 一先物契 約お よび先渡契約 を例 証 と

して一 」 「会計』第147巻 第3号 、1995q'一3月,四一1⑪ δペ ージな どを参 照され たい。
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であろデ山.他 方,Bモ デルにおいて も,収 益 ・費用 の期 間帰属決定の局面 に

会計 人の自由裁 量が不可避的に.介在す ることは,す でに述 べてきたとお りであ

る。

ということは,す なわち,財 貨 ・用役の 「現在性 ある状 態」を認識 ・測定対

象 とするにせよ,個 々の取引にともなって生じる現金収支を認識 ・測定対象 と

す るにせよ,会 計測定か ら会計人の自由裁量を完全 に排除することはできない

とい うことである。財貨 ・用役の 「現在性ある状態」を認識 ・測定対.象とす る

場合(す なわちAモ デルにもとつ く認識 ・測定 を実施す る場合〉 と,個.々 の取

..引に ともなって生 じる現金収支 を認識 ・測定対象 とする場合(す なわちBモ デ

ルにもとつ く認識 ・測定 を実施する場合)と で は,会 計人の自由裁量 の介在 の

あり方が異なるにす ぎない。 したが って,も し会計人の 自由裁量について論 じ

るのであれば,そ の介在 のあ り方の相違 をこそ論 じるべ きであろう。1993年 旧

稿でば,Aモ デルにおいては,財 務諸 表要素の母集団の金額それ 自体 をどう確

定す るかとい う会計測定の根幹にかかわる問題 に会計人 の自由裁量が直接的か

つ非限定的に介在す ることになるので,そ こで産出され る会計情報は,Bモ デ

ルにおいて産出され る会計情報 に較べて,検 証可能性のいち じるしく低い もの

20)上 場有価証券については比較的よく整備された市場が存在するために.そ の公正価値は理論的

には市場価格によって与えられることになる。 しかし,た とえば,L場 有価証券を含む有価証券

を保有目的にもとづいて分類し,寿'期保有目的ないしヘッジ目的の有価証券のみに公正価値評価

を適用する場合 〔たとえば,ASC,E55や1へSC.秘9な どの場合〕には,保 有屯体の保豹.目的

が当該各有価証券の評価基準を左右することになる。つまり,二 の場合,保 有主体(あ るいはそ

の実務代理人とし.〔の会計八〕の自由載量が,保 有目的σ)決定 ・変更をつうじて,上 場有価証券

の測定に直接的に介在することになるのである.か かるケースに典型的に示されるように,信 頼

性の比較的高い公正価値が得易に得られるからといって,そ れによって,会 計人の自由裁量を介

在させない上場有価証券の公1ド価値評価がつねに保証されるというわけでは決してないのである。

以上の問題についてわが国の実務界は.た とえば,つ ぎのような見解を表明している。

「E4呂は経営者の意思を過度に尊重しており,そ の意思によワて財務諸表が大 きな影響を受け

る結果になる、.金融商品を3区 分する判断 け なわち,長 期または満期まで保有する金融商品,
ヘッジ目的で保有する金融.商品,そ の他の目的で保有する金融商品の3区 分に関する判断一引用

者注〕は経営者の意思に委ねられているが,こ の区分の仕方によワては損益は大きく変動するた
め,離 捉条件の異なる財務諸表での 〔情撮跡】こによって会計情報の〕比較可能性が損なわれる恐

れがある。」(SEC登 録日本企業及び非登録円本企業 「FA.に関するコメント」「1【CPAジャーナ

ル」第5巻 第引明.,1994%IGH;39ペ ージ)
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とな らざ るを え な い とい うこ と を指 摘 した の で あ る。

以 上 に 関 連 して さ ら に付 言 して お く必 要 が あ るの は,期 末 時 点 に お け る財

貨 ・用 役 の 「現 在性 あ る状 態 」 が 認 識 ・測 定 され るべ き 「経 済 的実 質」 で あ る

とい う こ と も,会 計測 定 に お い て は先 験 的 に承 認 し う る こ とが らで は決 して な
σ

い ということである。なぜならば,財 貨 ・用役の取得ないし引渡し(い わゆる

取引)に おいて生じた現金収支 も1つ の厳然たる事実であ り,資 金提供者にた

いする企業の受託責任を投下資金回収計算をつうじて明らかにすることを会計

の目的とする立場からみれば,か かる現金収支こそが会計 において認識 ・測定

されるべき 「経済的実質」 となるか らである。つ まり,会 計において何 を認

識 ・測定されるべ き 「経済的実質」 とす るかは,何 を会計の]的 とす るかに

よって根本的に異なってくるのである 〔補注2〕。

井上教授の会計理論に立ち返っていえば,井..ヒ教授が会計的計算構造を,つ

ねに,会 計の目的と関連づけて分析 ・検討しておられるのは,同 教授が,会 計.

的計算構造 と会計の目的の緊張関係をとりわけ強 く意識 しておられるからであ

ろうと推察される。会計的計算構造(な いし会計測定モデル〉の理論分析は,

何を会計の]的 とするかという問題についての判断をさしあた り留保したうえ

で,会 計のあ りうべき体系を,純 粋理論的に(と いうことはすなわち特定の政

策的要請に捕らわれることなく)記 述することを課題とするものである。会計

の目的が複数存在 しうるという透徹 した問題意識のもとに会計的計算構造の2

つの体系を厳密に区別し,し かも異質な認識 ・測定思考を部分的に混在させた

「混合会計」の成立(す なわち理論的な折衷 ・妥協)を あらかじめ排除したか.

たちで,当 該各体系の精緻な分析を展開された井上教授の一連の研究は,会 計

的計算構造に関する理論分析的研究の貴重な到達点を示すものとして位置づ け

られるであろう。

〔補 注2〕 「経 済 的 実 質 二(economicreality)と い う用 語 は,こ れ ま で主 と して,

広 い 意 味 で の時 価 主 義 会 計 を 支持 す る論 者 た ち に よ って 多 用 され て きた用 語 で あ る
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が,こ の用 語 そ れ 自体 に,じ つ は,重 大 な 問題 が 内在 して い るの で あ る。 「経 済 的

実 質」 とい う用 語 は,そ の 概 念 を 「明確 に定 義 づ け る こ と が で き な い」(D.Solo・

Mons,MakingAccountingPolicy:TheQuestforCredibilieyinFinandalReport一

腕&〈)xf⑪rdUniversityPress,1986,p,92,加 藤 盛 弘 監 訳 「会 計 原 則 と会 計 方 針 』

森 山書 店,1990年,100ペ ー ジ)と い う問 題 が,そ れ で あ る 。つ ま り,あ る経 済 事
脅

.象のいかなる状態 ・側面 を もって当該経済事象の 「経済的実質」 とみ なすか を,先

験的かつ一意的に決定す ることは,多 くの場合,不 可能なのである。上場有価証券

の保有利 得を素材 としなが ら,こ の問題 につい て以下,若 干 の補足的考 察をお こ

な ってお きたい と思 う。

上 場有価証券 の時価評価 を主張す る論者 の多 くは,「 その金額 をいつで も確定 ・

換金 で きる」 とい う状態 の存在が上場有価証券の保有利得 に関す る 「経済的実質」

である とし,こ の ことをもって,み ずか らの主張の論拠 としている。 しか し,か か

る主 張には,少 な くとも以下にみるよ うな2つ の問題点が含 まれ てい るのであ る。

まず,第1に,マ クロ経済的な観点か らみた場 合,保 有利得 を含む上場有価証 券

の時価総額は,「 絶対 に実現不可 能な価値」 〔『日本経済新聞』1992年9月26日 付 朝

刊)を 表わ してい るとい うことである。なぜ な らば,上 場有価証券の時価 総額を実

現す るため には,す べての保有主体 がすべ ての保有 上場有価証券 を同時 に売却 しな

くて はならないが,す べての保有主体 が実際 にかか る行動 をとれば上場有価証券 の

需給 バラ ンスは一挙に崩れ,相 場 が暴 落す ることになるか らであ る。その結果,多

くの保有主体 にとって,上 場 有価証券 の保有利得 は激減 ・消滅 し、場合 によ っては

有価証券売却損を計上する事態 にさえ立ち到 るであ ろう。 したが.って,上 場有価証

券の保有利得を 「いつで も確定 ・換金で きる」状態がマ クロ経済的に存在 しうると

すれば,そ れは,圧 倒 的多数 の保有主体が実際 には当該保有利得を確定 ・換金 しな

い場合(す なわち特定の保有主体 による実際 の売却高が相場 を左右 しない ほ ど小 さ

い場 合〉 にか ぎられ るのであ る。つ ま 臼,こ の場合,上 場有 価証券の保 有利得 を

「いつで も確定 ・換金で きる」 と.いう想定 は,そ れ とは まった く逆 の事態(す なわ

ち圧倒的多数の保有主体 が実際 には当該保有利得 を確 定 ・換 金 しない とい う事態)

を前提 としなければ成 立 しない自家撞着的な想 定 とな っているので ある6

また,第2に,ミ クロ経済的 な観点か らみて も,保 有主体 が上場有価証券の保有

利得を確 定 ・換 金できるのは,き わめて稀な ケースにか ぎられる ということであ る。

なぜ ならば,「 その相場(す なわち上場 有価証券の相場一 引用者 注)は,す で に

取引が成 立 した後 のいわ ば 『事後的な価 格」 であ って,当 該 企業が仮 りにその とき

.. }
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の相場 を指 し値 と して保有株式 を売却 しよ うとして も,そ の 日の うちに取引所の相

場通 りの価額で実現す るとい う保 証は何 もない ので あ り,あ えてその 日の うちに換

金化 しよ うとすれば,成 行 き相場 に委 ねざ るをえ ない」 〔加 占宜士 「公表財務 諸表

制度 にお ける時価情 報の地位」「会計』 第139巻 第3号,1991年3月,39ペ ージ)か

らで ある。つま り,保 有主体は,上 場有価証券 の保有利得 を 「いつで も確定 ・換 金

で きる」わ けではな く,当 該保有利得 の測定時点 の相場 を指 し値 として上場有価 証

券の売 り注文 を出 し,し か も当該 指 し値 どお りの価格で当該1二場有価証券が売 却で

.きたときには じめて,こ れを確定 ・換金 することがで きるのであ る。かか るケース

は,ま さに 「レデケース とい うべ き」 〔加古,同 上論文,40ペ ー ジ)で あろ う。

以上の ことか ら,上 場有 価証券 の保有利得 につ いて,こ れ を 「いつで も確 定 ・換

金で きる」 と想定す ること自体 に,大 きな問題点 のあ ることが理解 され るのであ る。

したが って,か か る状態を,何 の限定条 件 もな しに,上 場有価証券の保有利得に関

す る 「経 済的実質」 とみなす ことは,と うてい許 されない とい うべ きで あろ う。

「経済的実質」 とい う用語を,他 の用語(た とえば 「客観的状態」 など)に 置 き換

えて も,問 題の本質はま った く変 わ らない。

事実関係が比較的単純な上場有価証券 の保有利得 について さえ,そ の 「経 済的実

質」 をめ ぐる議論 には以上にみ るよ うな複雑 な要因が絡 んで くるのであ る。非上場

有価証券や金融派生商品の 「経 済的実質」を論 じるた めには,さ らに膨大な考察 と

論 証が沓 要 とな るであろ う。「経済 的実 質」 とい う用語は,そ の規範 的な語感 とは

うらはらに,当 為的な意味 内容 の きわめて乏 しい用語で あることに留意 してお く必

要 が あ る。 ち なみ に,FASB概 念 フ レー ム ワー クで は,「実 質 優先(substance

overfo㎜)と い う概 念は明確 に定義 で きない曖昧 な概念 であ る」(FASB,SFAC

No,2,par.160)と い う理 由で,「 実 質優先」の規準は 会計情報の質的特徴か ら除外

され てい る。
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IV小 栗教授のコメン トにたいする回答 と若干の補足的考察

α)小 栗教授の会計理論 と1993年 旧稿 への疑問

小 栗 崇 資 教 授 が コ メ ン トの な か で提 起 され た疑 問 は,本 稿 の 冒 頭 で 要約 した

よ うに,Aモ デ ルの 会 計 測 定 モ デ ル と して の成 立 の可 能 性 を問 うもの で あ る。

小 栗 教 授 の疑 問 の 趣 旨 を浮 き彫 りに す るた め に,同 教 授 の コ メ ン トをい ま少 し

詳 細 に整 理 し てお くこ とに した い。

畑



会計測定のモデル分析 をめぐる理論問題の再検討.(519)149

小 栗 教授 は,筆 者 が1993年 旧稿 で 示 したA.モ デ ル に お け る 第 ゴ期 の 利 益 五

の演 算 操 作

ii=V(A;)一y(A;_1)

を引 用 した うえ で,つ ぎめ よ うに述 べ て お られ る。

「こ こで 示 され た ろ は,実 は第 ゴ期 の期 首 と期 末 の ス トック の 差 額 で あ っ

て利 益 で は な い。 とい うの は貨 幣 的 測 定値 に変 換 さ れ た とは い え,そ れ はあ く

ま で も財 貨 数 量 の時 点 比 較 〔差額 〕 で あ って,そ れ 以 上 で もそれ 以 下 で もな い

〔か らで あ る〕。 利 益 とな るた め に は,た とえ ば,こ う した 資 源 獲 得 の前 提 と

な る 出資 者 に よ る一 定 の 投 下 資本 と して の.貨幣 量C。 を想 定 し,利 益 石 を,

ゐ=γ(A;)一co

と しτ表 さね ば な らな い 。 しか も,こ の投 下 資 本 と個 別 資 源 の 集 合体 との差 額

ゐ は,出 資 者 に分 配 可 能 で.な けれ ば な ら な い。 そ れ ら の 要件 を備 え て は じめ

て利 益 と呼 ば れ る ので な けれ ば な ら ない 。」鋤

さ らに,小 栗 教 授 は,会 計 測 定 モ デ ルの 「要 件 」 を 敷 衍 ぴ(,つ ぎ の よ う に

述 べ て お られ る。

「会計 測 定 モ デ ル は,た ん な る数 量 計 算 モ デ ル で あ っ て は な ら ない 。 個 別 資

本 に とって の価 値 計 算 で あ り,関 係 処 理 計 算 で あ る とい う要 件 を備 え てい な け

れ ば な ら ない 。 そ の 具 体 的 な 形 態 は,資 本 利益 計 算 で あ り,配 当 可 能 利 益 計 算

で あ り,複 式 簿 記 計 算 で あ る。」㎎1

以 上 の よ うな 議 論 をふ まえ つつ,小 栗教 授 は,1993年 旧稿 で 筆 者 が提 示 した

2つ の 会 計 測 定 モ デ ル に つ い て,つ ぎ の よ うな評 価 を下 して お られ る 。
マ マ

「Aモデルは利益配分計算 としての資本利益計算の枠組みとも複式簿記計算

システムとも無関連の経済的カテゴリーの測定モデルであり,Bモ デルば伝統

的な資本利益計算 に合致 し複式簿記計算 システムを前提 とす る会計的カテゴ.

リーの測定モデルであるということができる。したがって 〔……〕Aモ デルは,

21)小 栗,前 掲 論 文,107-108ペ ー ジ。

22)同 上 論 文,112ペ ー ジ。
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筆 者 の 観 点 か らは 会 計 測 定 モ デ ル と して.の要件 に欠 け る もの とな る。」劉

以 上 か ら容易 に理 解 され る よ うに,小 栗 教 授 は,「 資 本 利 益 計 算 」.と 「配 当

可 能 利 益 計 算 」 の2つ を(あ る い は さ ら に これ に 「複 式 簿 記 計算 」 を加 え た3

つ を)会 計 測 定 モ デ ルの 「要件 」 とみ なす 立 場 か ら,1993年 旧 稿 にお け る 著者
σ

のモデル分析を検討し,そ の1つ の結論として,Aモ デルは会計測定モデルと

して成立 しえないのではないかという疑問を提起しておられるのである。

小栗教授の研究領域はきわめて多岐にわたるが,財 務会計領域の研究 として

は,連 結財務諸表の生成 ・発展過程を理論的 ・実証的に論じた歴史研究が最 も

広 く知られているといってよいであろう。とりわけ,19世 紀末のアメリカ鉄道

業に関する事例.研究が注 目される。小栗教授の一連の歴史研究を貫いているの

は,連 結財務諸表を開示手段 としてだけでなく,配 当可能利益の計算手段 とし

て用いることによってはじめて,連 結企業集団における利.益操.作や粉飾決算を

規制 ・排除することが可能になるという,同 教授の鮮明な問題意識である。小

栗教授は,そ うした問題意識を出発点 としながら膨大な実証資料を丹念に分析

し,ア メリカの一部の会社では当初か ら連結利益が配当可能利益として機能し

ていたという事実を明らかにすると同時に,か かる事実をもって連結会計の本

質を示唆する歴史的証拠としておられるのである㌦

1993年1日稿へのコメントで示された小栗教授の会計観と当該会計観にもとつ

くAモ デルへの疑問に,場 上のような特徴を有する同教授の歴史耐究 と決 して

無関係ではなかろう。.というよりも,む しろ,小 栗教授の会計観 とAモ デルへ

の疑問の理論的含意は,同 教授の歴史研究を貫 く上掲のような問題意識 とてら

23)同 上論文,112ペ ー ジ。

.24)小 栗教授 の歴史研究 と会計理論 に関す る以 上の要約は,小 栗崇資 「アメ リカにお ける連結会計

の生成 に関す る史的考 察」 『明治大学大学 院紀 要』 第2]集,1983年,185.208ベ ー ジ;小 栗崇資

「ア メリカ鉄 道業における初期連結財務諸表についての一考察」『明治大学大学院紀要」…第 器集,

1984年,41-61ペ ー ジ1小 栗崇資 「連結財務 諸表生成の史 的考察一 アメ リカ鉄道業におけ る事.

例研 究(一)(二 ・完)」 「会計』M'13.1巻 第2号,1988年8月,141-155ペ ー ジ,第134巻 第3号,

1988年9月,119-125ペ ー ジ}小 栗 崇資 「連結利益 の配 当11」.能性 をめ ぐる史的考察」『産業経理上

第54巻 第2号,1994年,62-74ペ ー ジ;小 栗崇 資 「連結 会計 と配当可 能利 益計算」 醍醐聴 編著

『連結会計一 体系 と実態 」同文舘,1995年,21-40ペ ー ジにもとつ くものである.
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し合 わ せ る こ と に よ って は じめ て,正 確 に理 解 す る.ことが で き る とい うべ きで

あ ろ う。

② 資産.負債アプローチとAモ デルの関係に関する補足的考察

. Aモ デルは会計測定モデルとして成立 しえないのではないかという小栗教授

の疑問にたいして回答を提示するまえに,資 産負債アプローチとAモ デルの関

係について若干の補足的考察をおこなっておきたいと思 う。

本稿のH節 〔41で述べたような限定を含むとはいえ,Aモ デルは,基 本的には,

1976年討議資料で提示された資産負債アプローチの核 となる測定思考にもとづ

いて構築された測定モデルである。資産負債 アプローチの核 となる測定思考は,

すでにみてきたように,「資産 ・負債の属性および当該属性の変動を測定する

こと」を財務会計上の 「基本的な測定 プロセス」 とみなす点にある。1976年 討

議資料によれば,資 産負債アプロ㌣チにおける資産 とは 「企業の経済的資源の

財務的表現」(par,34)で あ り,負 債 とは 「将来他の実体(個 人を.含む)に 資

源を引き渡す企業の義務の財務的表現」(par.34)で ある。そして,資 産負債

アプローチにおける利益は,「正味資産(す なわち資産マイナス.負債)の 変動

分」(par.56)と して測定される。つまり,当 該利益の金額は∫「経済的資源の

属性の測定値 と,将 来他の実体に経済的資源を引き渡す義務の属性の測定値の

変動額」(par.56)に もとづいて決定されるのである。

以上のことか ら,資 産負債アプローチにおいては,資 産(経 済的資源の財務

的表現)→ 負債(将 来他の実体に資産を引き渡す義務の財務的表現)→ 正味資産

(資産から負債を控除したのちの残額)→利益(正 味資産の期間変動額)と いう,

財務諸表要素の定義の連鎖的体系が措定されていることが理解されるのである。

当該体系の基礎にあるのは,「企業の経済的資源の財務的表現」 としての資産

であり,そ のマイナス概念としての.負債である。かかる連鎖的体系が措定され

ているからこそ,資 産負債 アプローチのもとでは,「資産 ・負債の属性および

当該属性の変動を測定すること」が,利 益を測定するための 「基本的なプロセ
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ス」 と な るρ で あ る 。 つ ま ゆ,資 産 負 債 ア プ ロー チ 嘆)もとで は,利 益 は,基 本

的 に,「 貨 幣 的 測 定 値 に変 換 」 さ れ た 「財 貨 数 量 の時 点 比 較 」 に も とづ い て 測

定 され る の で あ っ て,「 資 源 獲 得 の 前提 とな る出 資 者 に よ る一 定 の 投 ド資 本 と

しての 貨 幣 量」 も,利 益 の分 配可 能 性 も,当 該利 益 測 定 の 成立 を左 右 す る 「要

..件 」 と して は位 置づ け られ て い な い ので あ る 〔補 注3〕 。

小 栗 教授 がAモ デ ル につ い て指摘 され た 会計 測 定 モ デ ル.と して の 「要 件 」 の

欠 如 〔具 体 的 に は資 本利 益 計 算 と配 当 可 能.利益計 算 の 欠如)は,以.ヒ にみ る よ

う に,じ つ は,資 産負 債 ア プ ロ ーチ の もとで の 「基本 的 な測 定 プ ロ セ ス」 につ

い て も,ほ とん どそ の ま ま指 摘 し うる こ とが らな の で あ る。 したが っ て,Aモ

デ ル には 会計 測 定 モ デ ル と しての 「要 件 」 が 欠如 して い る とい う小 栗 教 授 の 指

摘 は,Aモ デ ル が資 産負 債 ア プ ロ ーチ の核 とな る測定 思 考 を忠 実 に反 映 して い

る こ と を示 す,1つ の有 力 な証 左 と解 す る こ と もで き るで あ ろ う。 いず れ にせ

よ,資 産負 債 ア プロ ー チ の も とで の 「基 本 的 な測 定 プ ロセ.ス」 を以 上 の よ うに

理 解 す るか ぎ り,当 該 ア プ ロー チ の核 とな る測 定 思考 は,Aモ デ ル の うち に,

大枠 と して ほぼ 忠 実 に反 映 さ れ て い る とみ る こ とが 許 され る よ う に思わ れ る2%

な お参.考ま で に付 言 して お けば,「 貨 幣 的 測 定 値 に 変換 」 さ れ た 「財 貨 数 量

の 時 点 比 較 」 に も とづ い て利 益 を測 定 す る とい う資 産 負 債 ア プ ロー チ 的測 定 思

考 の萌 芽 は,1976年 討 議 資 料 の理 論 上 の先 行 文 献 と して位 置 づ け られ るAAA

1957年 改 訂 会 計 原 貝IP卜)やAICPA1962年 会 計 原 則 試 案幼 に お い て も,か な り

明 瞭 なか た ちで 見 い だす こ とが で きる もの で あ る。 た とえ ば,AICPA1962年
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25)も ち ろ ん,資 産 負債 ア プ ロ ー チの 核 とな る測 定 思 考 が 実 際 に ど こまで 忠 実 にAモ デ ル の う ち に

反 映 さ れ て い る か は,筆 者 自 身 の判 断 にで は な く,会 計 学研 究 者 一般 の 判 断 に もとづ い て評 価 さ

れ るべ き問 題で あ る。

26)AAACり ㎜itteeonAccountingConceptsandStandards,'AmountingandReportingStan.

lordsfnrCorpora[eFinancialStatanents-1957Revisbnり,Tん8A``ワ μ解 読産R薦 密τ心,Vol.32,

No.4,0ctりbc■1957,pp,53654日,中 島省 吾 訳 編 「増 訂A.A.A.会 計 原 則一.一 原 文 ・解 説 ・訳

文 お よ び訳 註 一 」 中央 経 済 社,1984年,190-208ペ ー ジ。

27)R.T.SprDUSeandM.MDun1肱,A7珈fα`畑5初 げB㎜ 配4A``o槻 融g伽 η`ψた∫ノわr蜘 ∫ピηε∬

Enterprises,AICPAAuuouロtLlgRes㎝rし ・hStllrlyNo.3,ARTA,1962,p.,佐 藤 孝 一,新 井 清 光

共 訳 「アt力 公 認 会計 士 協 会 ・金 言【`公準 と会 計 原 則」 中 央 経 済 社,1962年,105ペ ー ジ以下 。
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会 計 原 則 試 案 は,「 会計 の 主 た る任 務 は,経 済 実 体 の保 有 す る資 源 の顛 末 を 測

定 す る こ と,.す な わ ち,す べ て の 資 源 とそ のす べ て の変 動 を測 定 す る こ とで あ

る」鋤 と した う えで,「 利 益 は,企 業 実 体 が 保 有 す る正 味 資 源 の 増 加 関 数 で あ

る」鋤 と述 べ て い る。 か か る測 定 思 考 の 背 後 には,「 包 括 的 会 計 原則 は,い わ ゆ

る健 全 な 配 当 政 策 や 税 務対 策 の 方針 を証 拠 立 てた り,あ るい は これ らの 方針 を

正 当 化 した りす る こ とを 主 た.る目的 と して形 成 され るべ きで は な い」鋤(傍 点 引

用 者)と い う考 え 方 が横 た わ っ て い る ので あ る。

つ ま り,「 貨 幣 的 測 定 値 に 変換 」 さ れ た 「財 貨 数 量 の 時点 比 較 」 に も とづ い

て 利 益 を 測 定 す る とい う資 産負 債 ア プ ロ ーチ 的 測 定 思 考 は,1976年 討 議 資 料 に

お い て 突 如 出 現 した測 定 思 考 で は な く,ア メ リ カ にお け る一連 の会 計 原 則 設 定

活 動 をつ う じて 漸 次,形 成 ・継 承 され て きた 測 定 思 考 なの で あ る鋤。 当 該 測 定

思 考 がFASB概 念 フ レー ム ワー ク に も基 本 的 に 継 承 さ れ た こ と,そ して ま た,

当該 測定 思 考 を基 底 とす る会 計 観 の 「転 換 」 が,現 在,ア メ リカ国 内 に とど ま

らず,世 界 的規 模 で 進 み つ つ あ る(か に見 え る)こ とは,本 稿 のH鰍1)で 言 及'

した とお りで あ る。

〔補 注3〕 とは い え,1976年 討 議 資 料 に おい て,い わ ゆ.る資 本 概 念 が ま った く無

視 さ れ て い るわ け で は な い σ た と えば,同 討 議 資 料 に お い て は,「 資 産 負 債 ア プ

ロ7チ に適 合 す る 利益 の 定 義 」(par .194)と して.「 本 質 的 に 資 本 の 性 格 を有 す る

変 動 を除 い た,一 期 間 に お け る 当 該企 業 の正 味 資 産 の 変 動 」(par.194)と い う記述

もみ え る。 こ こで い う 「本 質 的 に資 本 の性 格 を有 す る変 動 」 を 認 識 ・測 定 す る た め

に は,何 らか の 資本 概 念 を想 定 す る こ とが必 要 とな る。 しか し,1976年 討 議 資 料 で

は,資 産 負 債 ア プロ ー チ に お い て ど の よ う な資 本 概 念 が想 定 さ れ て い る のか(あ る

い は 想 定 さ れ る べ きな のか)は,ま った く明 らか にさ れ て い な い。

ち な み に,1留6年 討 議 資 料 の第6章 「資 本 維 持 また は原 価 回収」.で は,資.本 概 念

28)fδ 混,PP.11-12,同 ヒ共訳書,124ペ ージ。

29)乃 罎,P.11,同 上共訳書,124ペ ージ。

30)乃 鼠,p、10,同 上.共訳書,122ペ ージ。

31)ア メ リカの会計原則設定 史におけるFASB概 念 フレーム ワー クの理論 的位置づ けについては,

拙稿,前 掲 論文,1993年,82-96ペ ー ジを参照 されたい。
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の選 択問題が議論 されて いる。すなわち,そ こでは,① 貨 幣単位 に もと.ついて測定

され る則.務的資本,② 恒常的購買力単位 にもとづいて測定される財務 的資本,③ 貨

.幣単位に もとづ いて測定 され る物的資本,④ 恒常的購買力単位 に もとづ いて測定 さ

れ る物的資 本,⑤ その他 の うち,概 念 フ レー ムワー クに とって最 も適切 な資本概念

はどの概.念か とい う選 択問題が議 論 されて いるのであ る(pars.255ets.)。 回章で.

の議論 は,も っぱ ら,財 務 的資 本維持 にもとつ く利益測定 と物的資本維持 に もとつ

く利益測定を比較対照す るか たちで進 められ てい る。同討議資料によれば,両 者 の

実質的 な相違 は,資 産 ・負債 の保有利得 ・保有損失 を利益 に算入す るか(財 務 的資

本維持 に もとつ く利益測定の場合),所 有主持 分に算入す るか(物 的資本維持 に も

とつ く利益測定 の場合,と い う点にある とされ る。

財務会計概 念書第5号(SFACNo.5,pars,45-48,71-72)お よび第6号(SFAC

No.6,pars.71-72)で は,資 産負債 アプロー チ的利益測定 にかかわ る資本概 念 とし

て,財 務 的資本 概念 〔基本 的には貨幣単位 に もとづ いて測定 され る財.務的資 本概

念)が 選択 されたことが明 らか にされてい る。 しか し,概 念 フ レームワークに おい

て も,利 益 〔よ り正確 にいえ.ば包括 的利益)は,「 出資者以外 の源泉 か ら生 じる取

引その他の事 象および環境要 因にもとつ く一期間 におけ る営利企業 の持分 の変動」

(SFACNo.6,par.70)と して定義 されてい るので ある。 すなわ ち,そ こで は,

利益の本 質はあ くまで も 「持 分の変動」 と して捉 えられてい るのであ って,「 出資

者 による投資お よび出資者へ の分配」(す なわ ち 「資本維持 の概.念」)は,当 該 「変

動」 を利益 として限定するための制約条件 と して位置づ けられているにす ぎないの

で ある。 したが って,そ の核 となる測定思考 を純粋 に自己展開 させ ることによって

構築 された測定 モデル において,利 益 を 「期首 と期末の ス トックの差脚.と して描

出 した として も,何 ら問題 はないよ うに思 われ る。

さ らにつ け加 えてお けば,利 益を 「期首 と期 末のス トックの差額」 として把 握す

る測定思考 ぽ,簿 記書 にい う財産法(別 名 「有高比較法」)の 測定思考 に もつ うず

る もので ある。 したが って,伝 統的な簿記 ・会計理論 に依拠す る場合 において も

利 益を 「期首 と期末の ス トックの差額」 として把握す ることを もって,た だちに,

当該測定 モデルを 「会計測定モデル としての要件 に欠ける もの」 と断 じることは許

されない とい うべきで あろう。損益計算方式 としての財 産法 の理論 的諸特徴 につい

で は,安 平 昭二 『簿記要 論』 三訂版,同 文舘,1993年,40-42ペ ージ;武 田 隆二

騰 記一般教程』改訂版,1983年,6-8ペ ージ;簿 記理 論研究 部会(部 会長 ・倉 田

幸路立教 大学教授)「 損.益法 お よび財産法概念 の現 代的意 義」 口才簿記学会 『日本
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簿 記 学 会 第9回 全 国大 会研 究 部 会 報 告 』1993年,7-8ペ ー ジ な ど を参 照 され た い。

(3〕会計の情報化 ・空洞化 ・統計化

以上の補足的考察をふまえるならば,小 栗教授の疑問にたいして,つ ぎのよ

うな回.答を提示することができるであろう。

本稿のH節 ㈲で述べたような限定を含むとはいえ,Aモ デルは,基 本的には,

1976年討議資料で提示された資産負債 アプ四三チの核 となる測定思考にもとづ

いて構築された測定モデルである。以.ヒでの補足的考察から,資 産負債アプ

ローチの核となる測定思考(す なわち1976年 討議資料で示された資産負債 アブ.

ローチの 「基本的な測定プロセス」)は ,大 枠としてほぼ忠実にAモ デルの う

ちに.反映されているとみることが許されるであろう。とすれば,Aモ デルが会

計測定モデルとして成立 しうるか否か という問題は,究 極的には,資 産負債ア

プローチの核 となる測定思考が会計..hの測定思考 として成立 しうるか否かとい

う問題に帰着することになる。

しかし,結 論をいえば,会 計測定モデルの理論分析的検討にもとづいて,か

か る問題に回答を与えることは不可能なのである。なぜならぼ,か かる問題に

回答を与えるためには,会 計測定モデルの構造を根底 において規定する会計の

口的を何に求めるかという問題についての判断が不可欠となるのであるが,既

述のように,会 計測定モデルの理論分析的検討は,会 計の目的を何に求めるか

という問題についての判断をさしあた り留保 したうえで,会 計のありうべき体

系を純粋理論的に記述することを課題 としているからである。本稿の皿節(4〕で

言及したように,井 上良二教授の一連の理論研究は,か かる課題を最も厳格に

遂行 した先駆的事例の1つ として位置づけられる。

他方,小 栗教授のコメぞトでは,会 計の目的を資本利益計算.・配当可能利益

計算に求めることが議論の前提となっている。かかる前提にもとづけば,Aモ

デルは(そ してまた資産負債 アプローチ的会計測定は),:当 然のことながら,

「会計測定モデルとしての要件に欠けるもの」となるであろう。しかし,そ の
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場合,会 計の目的を資本利益計算 ・配当可能利益計算に求める理由ない し根拠

は何かを明らかにしないかぎり,か かる議論は同義反復の循環論に逢着するの

である。ところが,小 栗教授のコメントでは,会 計め 目的を資本利益計算 ・配

当可能利益計算に求める理由ない し根拠はまつ.たく明らかにされていない。つ
のまり

,小 栗教授のコメントでは,資 本利益計算 ・配当可能利益計算を会計の目

的とすることが,い わば暗黙の前提 とされているのである。そこで,本 節の(2〕

では,資 本利益計算 ・配当可能利益.計算を会計の目的 とすることが暗黙の前提

とされた背景事情を示唆するものとして,小 栗教授の歴史研究を概観 しておい

たのである。

小栗教授のコメン トを,同 教授の歴史研究にみられる既述のような問題意識

にてらして捉えなお したとき,そ こから,以 下のような含意を新たに読み取る

ことがで きるであろう。

すなわち,周 知のように,資 本利益計算 ・配当可能利益計算こそは会計の伝

統的かつ慣習的な日的であって,会 計は歴.史的事実 として,ま さに,か かる目

的を達成するための 「関係処理計算」 システ.ムとして生成 ・発展 してきたので

ある鋤。 しか も,わ が国を含む資本 主義各国(と りわけ ドイツやフランス等の

大陸系諸国)に おいては現在 もなお,会 計は基本的に,か か る 「関係処理計

算」 システムとして機能しているのである33,。とすれば,そ のかぎりにおいて,

会計の目的を資本利益計算 ・配当可能利益計算に求めることの経済 ・社会的合

理性,な らびにかかる目的を達成する 「関係処理計算」 システムとしての現行

舞
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32)こ の点 については,た とえば,小 島男佐夫r会 計 史入門』 森山書店,1987年,7ペ ー ジ以下;

中野常男 『会計理論生成剋 中央経済社,1992年,1ペ ー ジ以下;渡 辺泉 「決算会計 史論』森lll

書店,1993年,3ペ ー ジ以 下;渡 辺泉 「利益 計算 シス テムの変遷」 「大阪経 大論集」第46巻 第1

弓』,1995年5月,115-131ペ ージなどを参照されたい。

33}こ の点については.た とえば,黒 田全記 「解説西 ドイγ新会計制度 規制 と実務一一rj同 文

舘,1987年,23ペ ージ以下1倉 田幸路 「ドイツにおけ る会計基準の 国際的調和化 について」 「立

教経 済学研 究」 第48巻 第2号,1994年10月,65.84ペ ー ジ1野 牛」.健太郎 「フランス企業 会計..

プラン ・コンタプル ・ジェネ ラルを基軸.として 」 中央経済守i:,1990年.5ペ ー ジ以 下 ヨ黒川

保美 「フ ランス企業会 計制度 と確 定決算」 「会計」 第148巻 第3号,1995年9月,13-26ペ ー ジョ

日本会計研究学会特別委員会,前 掲最終報告,4-9ペ ー ジ,42-52ペ ー ジな どを参照されたい。
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会講 掟のモデル分析をあぐる理論問題の再検討.(627)157

会計実務の機能的適合性は,実 証的に支持されているということができるであ

ろう。そうであればこそ,か かる歴史的 ・経験的事実をふまえながら,会 計理

論のオーソド閉クスな研究に従事する多くの会計学研究者にとって,資 本利益

計算 ・配当可能利益計算を会計の目的とすることは,会 計学研究を遂行するう

えで,ほ とんど自明の前提になるものと推察される。会計観の 「転換」問題を

めぐって提示されたFASBの 一連の議論から一定の距離を保ちなが ら,地 道

な歴史研究を積み重ねてこられた小栗教授は,そ うした会計学研究者の1人 と

みることができるであろう。そして,も し以上のような推論が成 り立つとすれ

ば,小 栗教授がAモ デルにたいして提起された疑問は,他 の多 くの会計学研究

者がAモ デルにたいして抱くであろう疑問を代弁 した ものと解することができ

るであ ろう。つ ま り,他 の多 くの会計学研究者 にとって も,「Aモ デルは

〔……〕会計測定モデルとしての要件に欠けるもの」になると推察されるので

ある。

しかし,こ こで想起 されるべきは,現 在,FASBを はじめとする諸外国の

有力な会計基準設定機関の主導によって,会 計規制の基礎をなす会計観の 「転

換」が世.界的規模で進みつつある(か に見える)と い うことである。この 「転

換」は,本 稿において繰 り返し言及してきたように,収 益費用アプローチ(す

.なわちBモ デル的.会計測定)か ら資産負債 アプローチ(す なわちAモ デル的会

計測定)へ の 「転換」という方向性を有している。 したがって,小 栗教授の表

現を借用すれば,会 計観のかか る 「転換」 は,「伝統的な資本利益計算に合致

し複式簿記計算システムを前提 とする会計的カテゴリー」の会計観から,・「利
マ マ

益配分計算としての資本利益計算の枠組みとも複式簿記計算システムとも無関

連の経済的カテゴリー」の会計観への 「転換」 として特徴づけることができる

であろう。より端的にいえば,会 計観のかか る 「転換」によって,会 計は,会

計としての 「要件」を欠いた会計に改造されようとしているのである。

筆者の知るかぎり,会 計観の 「転換」のこうした本質を,わ が国において最

も.早く看破されたのは,安 藤英義教授である。.安藤教授によれば,近 年 〔とり
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わ け1960年 代 後 半 以 降)の 会 計 は,そ の 機 能 の 重 心 を 「意 思 決 定 情 報 の 提 供 」

に 移 しつ つ あ る とい う意 味 で 「情 報 化 」 して い る が,そ の過 程 で と くに看 過 し

え な い の は,当 該 「情 報 化 」 が,会 計 の 本 来 的 機 能 で あ る利 害 調 整 機 能 を 「空

洞.化」 す る 方 向 で 作 用 して い る とい う こ とで あ る呂㌔ た と え ば,「 最近 の 情 報 、
.の

提 供 会 計 の拡 張 は,必 ず しも簿 記 に 基 づ く とは い え な い よ うな情 報 の 開示 を要

求 して い る」35】し,会 計 にた いす る 「報 告 受 領.者の関 与 」(た とえ ぼ定 時 株 主 総

会 にお け る計 算 書 類 の株 主 に よ る承 認 や 当 該 承認 に も とつ く取 締 役 の会 計 責 任

の解 除 な ど)も,な し崩 し的 に 後 退 して い る 。 簿 記 や 「報 告 受 領 者 の関 与 」.は

「統 計 と区 別 され る会 計 の 本 質 的 な要 素」朗 と考 え られ て きた もの で あ るが,

一方 で は これ らの要 素 が 後 退 ・消 滅 し
,他 方 で は 会計 の 「情 報 化 」 が 一一段 と進

み つ つ あ る ので あ る。か か る事 態 は 「会 計 と統 計 の 接 近 」37,を意 味 して い る の

で あ り,「 会 計 が 統 計 化 して い る こ とを窺 わ せ る」捌 もの で あ る。

収 益 費用 ア プ ロ ーチ か ら資 産 負 債 ア プ ロー チ へ の会 計 観 のr転 換 」.を追 求 し,

資 産 負債 ア プ ロー チ を指 導 原 理 と した 会 計 規 制 と会 計 実務 を指 向す るか ぎ り,

安 藤 教授 の い わ れ る会 計 の情 報 化 ・空 洞 化 ・統 計 化 が,不 可 避 的 な傾 向 的現 象

と して不 断 に進 展 せ ざ る を え ない で あ ろ う。 と りわ け,こ ん に ち新 し く生 起 し.

て い る会計 問題(典 型 的 に は未 履 行 契 約 や 金 融 派 生 商 品取 引等 に代 表 され る オ

フバ ラ ンス取 引 の会 計 処 理 にか か わ る問 題)を,認 識 ・測 定 の次 元 で 「解 決 」

し ょ う とす る場合 に は,会 計 のか か る情 報 化 ・空 洞 化 ・統 計 化 が,部 分 的 にせ

よ,必 要 不 可 欠 な もの とさ え な るで あ ろ う。1993一 旧稿 で の モ デ ル分 析,と り

わ けAモ デ ル の 認 識 ・測 定 構 造 に関 す る分 析 は,FASBを は じめ とす る諸 外

国 の 有 力 な会 計 基 準 設 定 機 関 が 指 向 す る会 計 観 の 「転 換 」 の以 上 の よ うな本 質

を,筆 者 な りの方 法 に も とづ い て理 論 分 析 的 に描 出 し よ う と レた もので あ る。

34)安 藤英義 「簿記および会計の空洞化」新井清光編著 『企業会計原則の形成と展開』中央経済社,

1999年,167-168ペ ージ。

35)安 藤英義 「会計の統計化現象」「企業会計量第45巻第9号,1993年9月,104ペ ージ。

36>同 上論.丈,104ページ。

3の 同L論 文,104ペ ージ。

38)同 上論文,104ペ ージD
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ユ993年 旧稿 に たい す る小 栗 教授 の コ メ ン トは,筆 者 のか か る試 み が あ るて い ど

成 功 した こ とを間 接 的 に証 言 さ れ た もの と解 釈 す る こ とが で き るで あ ろ う。

Vむ す び

の以上によって,1993年 旧稿で会計測定のモデ,レ分析をおこなったさいに筆者

の念頭にあうた問題意識を,会 計のあ り方をめぐる近年の議論に関連づけて敷

衍すると同時に,そ の作業をふまえたうえで,ユ993年 旧稿に寄せられた疑問に

たい して筆者なりの回答を提示するという本稿の目的は,お おむね達成された

ものと思われる。

本稿は,課 題の制約から1993年 旧稿で十分に論 じ.きれなかったいくつかの重

要な理論問題について補足的な検討をおこなったものとして位置づけられる。

とりわけ,1993年 旧稿で今後の検討課題 として明示的に留保しておいた2つ の

問題,.す なわち,測 定モデル(と りわけ現行の取得原価主義会計実務に近似す

るBモ デル)と 複式簿記システムの関係,な らびに会計測定とその経済的機能

(とりわけ利害調整機能〉の関係についても,ご く大ざっぱにではあるが,言

及することができた。.こうした諸問題に関する本稿での議論 とも関連させなが

ら,1993年 旧稿におけるモデル分析の理論的.含意を理解していただければ幸い

である。

〔付記〕.本 稿 は,平 成7年 度文部省科学研 究費補助金一般研究(C)に もとつ く研 究

成果の一部 である。


